[bookmark: _Hlk129183178]第１号様式（第６条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　月　日
公益財団法人岐阜県産業経済振興センター
　　　　理事長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（〒     －      ）　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所又は所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の役職
・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

令和　年度公益財団法人岐阜県産業経済振興センター岐阜県ヘルスケア
産業ステップアップ支援事業医療・福祉機器等ステップアップ開発支援
助成金交付申請書

このことについて、下記のとおり標記助成金の交付を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

記

１　助成対象事業の区分及び到達目標　
　☐　参入支援型：試作品の完成
☐　参入支援型：製品の完成
　☐　評価改良型：製品の完成
　　（※該当する□をクリックしてください。）
２　助成対象事業の目的及び内容
別紙「事業計画書のとおり」　

３　助成金交付申請額等
　（１）助成対象事業に要する経費　 　 　 金　　　　　　　　　　円

（２）助成対象経費　　  　金　　　　　　　　　　円

（３）助成金申請額　　　  金　　　　　　　　　　円




別紙
事業計画書
Ⅰ　申請者の概要
	フリガナ
	

	申請者の名称
	

	申請者区分
※該当するものに〇をつけてください
	①要綱第３条（第1項　・　第２項）に該当
②岐阜県ヘルスケア産業推進ネットワークに（登録済　・　申請中）

	法　　　人：県内に登記を
行った時期
	（和暦）
　
　　年　　月


	創業後
の年数
	　　　年　　　か月

	個人事業主：県内税務署に
開業届提出時期
	
	
	

	資　本　金
	　　　　　　　　　　　千円　　　　

	従 業 員 数
（申請時）
	                人　（うち正社員数：　　　　人）

	主たる
事業内容
	






	
	主たる製品
	



	ホームページ
ＵＲＬ
	

	業許可取得状況
	
有・無

	［有の場合、名称、許可・登録年月日等を記載してください。］


	決算状況
（直近２期）

	区　分
	前々期　　　年　　月期
	直近期　　　年　　月期

	
	売 上 高
	千円
	千円

	
	経常利益
	千円　
	千円

	
	当期利益
	千円
	千円

	連絡担当者
※実務担当者（交付申請書や実績報告書等について説明できる方）を記入してください
	氏　　名
	

	
	部署・役職名
	

	
	電話番号
	（固定）　　　　－　　　　－　　
（携帯）　　　　－　　　　－　　

	
	e-mailアドレス
	



Ⅱ　申請事業のチェックシート
	助成対象となる事業は、医療機関等からのニーズに基づき、県内の事業者が行
う医療・福祉現場の生産性・安全性の向上に資する医療・福祉関連機器等の製品・試作品開発又は自社で開発・製造した製品・試作品のニーズ評価等に基づく改良であり、以下の要件をすべて満たす必要があります。
※要件を満たすものにチェックを入れてください（□をクリック）。


☐　１　臨床ニーズ（医療機関、介護施設等）又は製造販売業者等からのニーズに基づいた開発又は改良であること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

☐　２　県内のものづくり中小企業と医療機関、福祉施設等又は製造販売業者等が連携し、医療機器製品等の開発又は上市を目的としていること。　　　　　　　　　　

☐　３　国、地方公共団体、公的支援機関等から当該助成事業に係る経費について補助金等を受けていないこと。
（同一内容で他の公的機関の補助金等を併願申請することはできますが、両方で採択された場合は、いずれか一方を辞退していただきます。）

☐　４　以下のようなケースのいずれにも該当しないこと。

①運転資金や生産用の機械設備導入など開発以外の経費の助成を目的としているもの

②開発した試作品自体の販売を目的としているもの

③助成事業期間内の販売を予定しているもの

④開発の主要な部分を申請者以外が行うもの

⑤量産化段階にあるもの又はすでに事業化され収益をあげているもの

⑥既製品を模倣改良したもの又は技術的な開発要素がないもの
　
⑦助成対象期間内に製品の完成又は試作品の完成が見込めないもの

⑧開発が特定の顧客向けで、汎用性がないもの






Ⅲ　申請事業の内容
１　事業名等　
	事業の区分
	☐　参入支援型（試作品の完成）
☐　参入支援型（製品の完成）
☐　評価改良型（製品の完成）　※いずれかをクリックしてください。

	本助成金
の利用状況
（過年度の医療機器等試作助成金を
含む。）
	有・無
	年度
	事業の名称
	助成金額

	
	有の場合は右欄に記入願います
	令和


	


	円



	事業の名称
	※事業（参入支援型又は改良評価型）の内容が分かるように簡潔に（30字以内）記載してください。




	連　携　先
（他からの協力者又は指導者）
	※医療機関、福祉施設、製造販売業者等協力者又は指導者を記載してください。




	助成対象事業
の日程
	※助成事業は交付決定日以後に開始し、交付決定年度の１月31日までに完了させてください。

開始予定　：　令和　　年　　月　　日
完了予定　：　令和　　年　　月　　日

	他の補助金等
の申請状況
	有・無
	※現在申請中又は申請予定の補助金等について記載してください。






２　事業の概要
	事業の意義
及び概要
	※試作又は事業化しようとする技術・製品の内容について、新規性、市場性、成長性などの側面から事業の意義・概要について記載してください。









	ニーズの概要
	※ニーズの取得先、取得経緯、内容等について記載してください。











	保有する
技術シーズ
	






	対象製品
（試作品）の
名称と特徴
	






	助成対象事業
の目標（期待
される成果）
	






	申請者と連携先（医療機関・製造販売業者等）との役割分担
	※連携体制が分かるように記入するとともに、連携先がニーズ提供者で、試作品等の評価を行う場合は、その計画を記載してください。
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３　スケジュール
	実　施　項　目
	（５月）
	６月
	７月
	８月
	９月
	１０月
	１１月
	１２月
	１月
	(２月)

	
























	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



Ⅳ　収支予算書
　〇収入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	　区　　分
	金　　額
	調 達 先

	センター助成金（(2)の金額）
	
	

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	その他
	
	

	合　　計
	
	


〇支出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　分
	内　容
	助成対象事業に要する経費
	助成対象
経費
	積算の内訳

	原材料費
	

	

	

	


	
	計
	
	
	

	機械装置費工具器具費
	

	

	

	


	
	計
	
	
	

	外注加工費
	

	

	

	


	
	計
	
	
	

	委託費
	

	

	

	


	
	計
	
	
	

	市場調査費
	
	
	
	

	
	計
	
	
	

	技術指導受入費
	
	
	
	

	
	計
	
	
	

	産業財産権出願費
	
	
	
	

	
	計
	
	
	

	審査等手数料
	
	
	
	

	
	計
	
	
	

	そ　の　他
	
	
	
	

	
	計
	
	
	

	合　計
	

	

	(1)

	



	助成金交付申請額(1,000円未満切り捨て)
[(1)の金額×2/3、上限1,800,000円]
	(2) 
　　　　円


〇積算金額の根拠が分かる見積書（写）、価格表等の書類を添付すること。

［記入上の注意］
１　「内容」とは、原材料・副資材名、部品・工具器具名等をいう。
２　「助成対象事業に要する経費」とは、当該事業を遂行するのに必要な経費をい
う。
３　「助成対象経費」とは、「助成事業に要する経費」のうち助成対象となる経費か
ら消費税及び地方消費税を控除した額をいう。
４　「助成金交付申請額」とは、「助成対象経費」に助成率（2/3）を乗じた額で、
上限を1,800千円とする。（助成金交付申請額は、千円未満切り捨てとする。）
５　「外注費」の助成対象経費の額は、助成対象経費の総額の50％以内とする。
６　見積書等が税込み表示で、消費税及び地方消費税の額が記入されていない場合
は、税込価格に110分の10を乗じて得た値から、1円未満を切り捨てた値を消費
税及び地方消費税の額とする。


Ⅳ　その他、必要な添付書類
１  自社の会社案内 
申請者名・代表者名・設立年・事業内容・沿革等がわかる書類

２　登記簿謄本等
　　(1) 法人	発行後３か月以内の「履歴事項全部証明書」（原本） 
(2) 個人	県内税務署に提出した「個人事業の開業・廃業等届出書」（写し）

３　決算報告書	
直近の２期分（個人事業主は令和３年及び４年分の所得税及び復興特別所得税の
確定申告書）

４　納税証明書
次の発行機関における「未納に係る税がないことを証する書類」
※納税証明書は、申請時に取得可能な最新のものであること。
(1) 県税事務所（すべての税目の納税証明書）
(2) 市町村役場（完納証明書）							
(3) 税務署 
①法人    その３の３（法人税と消費税及地方消費税
②個人    その３の２（申告所得税及復興特別所得税と消費税及地方消費税）
